
 

令和４年度 第２回 霧島市行政改革推進委員会 

 

 

 

◇日 時：令和５年２月７日（火） 

14 時 00 分～ 

◇場 所：霧島市役所行政庁舎本館 

庁議室（３階） 

 

 

＜会次第＞ 

 

１ 開会 

 

２ 部長あいさつ 

 

３ 議事 

(1) 霧島市行政改革実施計画（Ⅰ 重点実施項目、Ⅱ 個別推進項目）

の最終評価について 

 

(2) 霧島市行政改革大綱の他計画（総合計画、きりしまＤＸ未来

図）への引継ぎについて 

 

(3) 霧島市行政改革推進本部及び霧島市行政改革推進委員会の

解散について 

 

４ 閉会 

 

 

 

 

 

【資料一覧】 

・会次第 

・行政改革実施計画（Ⅰ 重点実施項目、Ⅱ 個別推進項目） 

・第二次霧島市総合計画後期基本計画（案） 

・きりしま DX 未来図（案） 

 



基本理念　行政サービスの最適化

基本方針

　行政サービスの『質』の改革、行政サービスの『量』の改革、持続可能な健全財政　

実施計画期間　（大綱推進期間）　2018年度～2022年度までの５年間

Ⅰ　重点実施項目・・・重点的かつ効果的な取組を推進するため、年度ごとの計画を定め、進捗管理する項目
方針 重点実施項目の概要 （任意値）

№ 方策 重点実施項目名 （数値目標、実施年度、実施内容、計画期間
等）

質 量 財政 目標指標 目標数値 内容 評価 内容 評価 内容 評価 内容 評価 内容 評価 取組内容 最終評価 担当課等

1 (1)-②

ICTを活用した事務効率化

※ ICT ： Information and Communication
Technology　情報通信技術

※RPA：Robotic Process Automation 人工知
能等の認知技術を活用した、パソコン等の業
務の効率化・自動化の取組

期間集中する事務処理や判断が容易な定型
事務等にRPAなどのICTを活用することによっ
て、日常業務の効率化や時間外勤務の削減を
図るとともに、職員が付加価値の高い業務に従
事できる体制を構築する。
質　向上：事務の効率化
量　供給減：人的供給量の削減
財政　歳出減：時間外勤務に係る人件費の削減

○ ○ ○
時間外勤
務時間の
縮小

-

調査研
究
（RPAに
係る勉強
会を実
施。）

◎
調査研

究
◎ 検討 ◎

RPA等の
導入

◎
RPA等の

推進
◎

ＩＣＴを積極的に活用して自動
化・省力化を図り、より少ない職
員で効率的に事務を処理する
体制を構築するため、ＲＰＡ及
びＡＩ－ＯＣＲの導入を行った。
引き続き導入効果を見極めな
がら適用業務の拡大を行って
いく。

計画達成

企画政策課
総務課

情報政策課
DX推進課

2 (1)-③

マイナンバーカード交付の推進

※ 国が2022年度中の全国民への
交付を目指していることを踏まえ、
目標数値を18,700件から全市民に
変更。

電子自治体体制の基礎インフラとなるマイナン
バー制度の広報を行ってきたが、マイナンバー
カードの発行件数が伸び悩んでいる。
申請手続支援の充実や更なる周知広報を行うと
ともに、マイナンバーカードの円滑な交付を推進
する。
質　：市民の利便性の向上

○ 交付件数
18,700件
　　⇓
全市民

実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ○

カードの交付目標数を当初の
18,700件から全市民に変更し、
出張申請や窓口時間の延長な
どの取組を行った結果、2022
年１２月末現在の交付率が
60.2％となり、全国平均57.1％
を上回っている。
今後も交付率の向上に向け取
組を推進する。

計画未達成
企画政策課
DX推進課

市民課

3 (2)-① 市立保育園の民営化

市立保育園の民営化を2018年度から計画的に
実施する。
質：民間ノウハウの活用
量：市職員対応の減
財政：経費削減効果

○ ○ ○

民間ノウ
ハウによ
る施設管
理費の減

施設人員
の配置転
換・維持
管理費の
減

実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎ 終了

民営化を目標に公募、選考委
員会で法人を決定し、議会承
認を経て予定通り2022年４月を
もってすべて民間移管された。
（８園）

計画達成 保健福祉政策課

4 (2)-① 市立養護老人ホームの民営化

市立養護老人ホームの民営化を2018年度から
実施する。
質：民間ノウハウの活用
量：市職員対応の減
財政：経費削減効果

○ ○ ○

民間ノウ
ハウによ
る施設管
理費の減

施設人員
の配置転
換・維持
管理費の
減

実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎ 終了

民営化を目標に公募、選考委
員会で法人を決定し、議会承
認を経て予定通り2022年４月を
もってすべて民間移管された。
（３園）

計画達成 保健福祉政策課

5 (2)-①
障害者福祉作業所の管理運営の
在り方についての調査・研究

指定管理委託している障害者福祉作業所につ
いて、建物等の建替え又は大規模修繕を実施
した上で、各団体に管理運営を含め土地・建物
を譲渡できないか検討する他、運営内容につい
ても見直す。

量　供給減：市による施設提供の減
財政　負担減：民営化による歳出減

○ ○ 設置件数 △３件

検討
貸与につい
ての協議中
だったが、9
月頃1事業
所において
雨漏りが発
生。対応に
ついて継続
協議中。

×

検討
修繕、貸与
について関
係課と協

議。事業所
へ説明。3
事業所のう
ち先に2事
業所との協
議を進め

る。

△

実施
それぞれの
施設の実情
により、譲
渡・貸与を

実施

△

実施
それぞれの
施設の実情
により、譲
渡・貸与を

実施

△

実施
それぞれの
施設の実情
により、譲
渡・貸与を

実施

△

建物については、国県補助を
利用して建築されていることか
ら、処分制限期間を確認し、今
後、無償貸付等を実施する。

計画未達成 長寿・障害福祉課

6 (2)-①
公営住宅への指定管理者制度の
導入

公営住宅の管理業務に指定管理者を導入する
ことで、民間事業者が有する経験と実績を活用
し、市民サービスの向上と業務量等の削減を図
る。

質：民間ノウハウの活用
量：市職員対応の減
財政：経費削減効果

○ ○ ○
業務量等
の削減

-
調査研
究

◎
導入実

施
◎ 実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎

2020年度より指定管理者導入
後、2022年度での指定管理者
（管理センター）の満足度につ
いて市営住宅入居者アンケー
ト集計では「満足」「やや満足」
「普通」の割合が66.4～75.0％
となっており、市民サービス向
上に繋がっている。
また、人員の削減も行った。

計画達成 建築住宅課

取組方針 2018年度取組 2019年度取組 2020年度取組 2021年度取組 2022年度取組 総括

取組方針の方向性について

質 行政サービスを向上を目指すものに『○』

量 業務量等の市対応の減を目指すものに『○』

財政 歳入増や歳出減を目指すものに『○』

各年度取組の評価（記号）につ

いて

（単年度評価）

◎ ～100％

○ ～75％

△ ～50％

総括について

取組内容

計画期間中の取

組状況の記載

具体的な効果

見直し理由

最終評価

計画達成

計画未達成



方針 重点実施項目の概要 （任意値）
№ 方策 重点実施項目名 （数値目標、実施年度、実施内容、計画期間

等）
質 量 財政 目標指標 目標数値 内容 評価 内容 評価 内容 評価 内容 評価 内容 評価 取組内容 最終評価 担当課等

取組方針 2018年度取組 2019年度取組 2020年度取組 2021年度取組 2022年度取組 総括

7 (2)-① 市立幼稚園の民営化

「霧島市公立幼稚園民営化等推進委員会」の
提言を受け、市立幼稚園の民営化を推進するた
めに、保健福祉部との連携のうえ、民間認定こ
ども園として設置及び運営を担う事業主体の選
定を行う。
量　供給減：市対応の減
財政　歳出減：維持管理費等の減

○ ○
民営化し
た幼稚園
数

１施設 検討 ◎
事業者
選定

×

事業者
の意向
確認調

査

×

事業者の
意向を確
認した上で
課題等を
整理し、民
営化の可
能性につ
いて再検
討する。

◎ 検討 ◎

2019年10月から幼児教育保育
の無償化が開始され、新入園
児の動向を見極める必要が
あったことから、計画に遅れが
生じた。
2022年度において、複数の事
業者に対して幼稚園民営化に
関する意向を確認し、課題等を
整理した。計画最終年度にお
ける事業者の公募の結果によ
り、運営主体を判断する。

計画未達成 教育総務課

8 (3)-①
経営健全化計画に基づいた適正な
財政運営

経営健全化計画に基づき、自主財源の確保に
積極的に取り組む。
（市税・保育料・住宅使用料等）

○ 徴収率
個別に設
定予定

実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎

アクションプランを2019年4月に
策定し、全体徴収率の目標を
立てた。
納税お知らせセンターによる市
税等の納付促進、休日納税相
談を実施し、自主納付の促進
を図ったほか、資力がありなが
ら自主納付のないものについ
て差押等の法的措置を実施す
るなど、徴収率の向上に努めた
結果、2021年度の目標97.54％
に対し97.68％の実績となり目
標を達成した。今後も徴収率の
向上に向け取組を行っていく。

計画達成 財政課

9 (3)-②
経営健全化計画に基づいた適正な
財政運営

経営健全化計画に基づき、財政調整基金繰入
額の抑制、市債残高の削減、適正な基金残高
の確保に取り組む。（適正な基金残高の確保に
ついては、年度間の財源調整に活用可能な財
政調整基金、減債基金、特定建設事業基金の３
つの基金残高とする）
★財政調整基金繰入額の 抑制：2022 年度
1,792百万円
★市債残高の縮減：2022年度　51,148百万円
★基金の涵養：2022年度　6,641百万円

○

①財政調
整基金繰
入額
②市債残
高

③基金残
高

①1,792
百万円
②51,148
百万円
③6,641
百万円

実施 ○ 実施 ○ 実施 ○ 実施 ○ 実施 ○

霧島市経営健全化計画(第3次
及び第4次)に基づいて使用料
や補助金の見直し等を行い、
歳入確保及び歳出削減を行っ
たが、新型コロナウイルス対応
等により、目標を下回ってい
る。財政調整基金繰入額の抑
制、市債残高の削減、適正な
基金残高の確保については、
今後も継続し取り組んでいく。

計画未達成 財政課

10 (3)-② 学校給食センターの統廃合

「霧島市学校給食運営審議会」の答申を受け、
老朽化の著しい溝辺・横川・牧園・霧島学校給
食センターについて、食の安全性確保の観点か
ら、給食施設の改修と統合を検討する。

質　向上：安心安全な給食サービスの提供
量　供給減：市対応の減
財政　歳出減：維持管理費等の減

○ ○ ○
統合した
給食セン
ター数

２施設
調査
研究

○
調査
研究

○ 検討 ○ 検討 ○ 検討 ○

溝辺及び横川学校給食セン
ターを統合し、2024年4月運用
開始予定。
霧島及び牧園学校給食セン
ターは、改修が必要な霧島学
校給食センターの改修工事設
計委託を2022年度に行った。
備品等の更新を行い2026年度
に統合予定。

計画未達成 学校給食課

11 (3)-③
霧島市立医師会医療センターの適
正な経営

経営指標に関する数値目標を設定した「霧島市
立医師会医療センター改革プラン」を推進し、
経営の健全化を図る。

質：民間ノウハウの活用
財政：経費削減効果

○ ○

経常収支
比率
＝経常収
益÷経常
支出×
100（%）

100以上
を維持

実施 ○ 実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎ 実施 ◎

2016年度に改定を行った「霧
島市立医師会医療センター改
革プラン第3版」に基づき経営
の健全化を図った。また、今年
度策定予定の「（仮称）霧島市
立医師会医療センター経営強
化プラン」に基づき、引き続き
姶良・伊佐保健医療圏域の中
核病院としての役割を果たしな
がら、安定的に質の高い医療
提供を行うともに、指定管理者
制度による民間のノウハウを活
用しつつ経営の健全化を図っ
ていく。

計画達成 健康増進課



基本理念　行政サービスの最適化

基本方針

　行政サービスの『質』の改革、行政サービスの『量』の改革、持続可能な健全財政　

　実施計画期間　（大綱推進期間）　2018年度～2022年度までの５年間

Ⅱ 個別推進項目一覧・・・個別の計画・方針等に基づく取組を推進するため、必要に応じて取組状況等を検証する項目
方針 【個別計画】　個別推進項目の概要 （任意値）

№ 方策 個別推進項目名 （数値目標、実施年度、実施内容、計画期間等） 質 量 財政 目標指標 目標数値 取組内容 最終評価 担当課等

1 (1)-①
条例に規定する地区公民館への指
定管理者制度の導入

【条例に規定する地区公民館への指定管理者制度の導入方針】
霧島市立公民館の設置及び管理に関する条例に規定する地区公民館のうち、崎森地区公民

館については指定管理とする方針を決定した。今後は崎森地区公民館をロールモデルに、各地
域のコンセンサスを得ながら、市内全域へ地区公民館の指定管理者制度導入を広げる取り組み
を図る。

○ ○

指定管理
者制度を
導入した
地区公民
館数

５館

崎森地区公民館(溝辺)については、2019年度から指定
管理者制度を導入したが、地区公民館の指定管理者制
度導入は１館に留まった。
　地域住民の管理運営により施設の効用は最大限発揮
できたが、今後は、霧島市公共施設管理計画の方針を
踏まえ、指定管理者制度の導入とは異なる取組により、
行政サービスの向上や業務量等の市の対応減を目指
す。

計画未達成 社会教育課

2 (1)-③
人材育成を効果的に推進するた
め、具体的な方策を展開し、人材育
成システムを構築

【霧島市人材育成計画（第３次計画）】
「霧島市人材育成計画（第３次計画）」に基づき、効果的・効率的で真に満足いく行政サービスを
提供するため、公務員としての倫理観や接遇はもちろんのこと、積極的に地域に出て、市民の声
に耳を傾け、大多数の声なき声を市政に反映できるよう、柔軟で弾力のある発想を持った職員を
目指し、「霧島市行政改革大綱」でも基本理念に掲げている「行政サービスの最適化」、つまり
「質」の改革を積極的に進めて、さらにこれまで以上に質の高いサービスを提供するための人材
育成を推進する。

○

より質の
高い行政
サービス
を行う職
員

-

良好な人間関係を築くため管理職研修やハラスメント研
修で職場環境について理解を深めるとともに、人事評価
の面談等でコミュニケーションを図ったことで風通しのよ
い職場づくりや職員の資質向上に繋がった。今後も市民
ニーズの多様化・複雑化に対応できる人材・組織の強化
に取り組む。

計画達成 総務課

3 (1)-③
附属機関等における女性委員登用
の推進

【第２次霧島市男女共同参画計画】 2018年度～2022年度
政策や方針決定過程への女性の参画を進めるため、男女共同参画の重要性の理解の促進を
図り、女性委員を積極的に登用する。

○
審議会等
への女性
登用率

40.0%

女性委員登用率の向上に向け、各附属機関等の委員委
嘱の前に、各課等から市民課に合議される委員の男女
比率をもとに助言を行ったが、2021年度での登用率は
29.6％となっている。
今後も女性委員登用の拡大に向け取り組んでいく。

計画未達成 市民課

4 (2)-② 敷根清掃センター施設整備事業

　【霧島市敷根清掃センター施設整備基本方針】
敷根清掃センターは、2003年度の供用開始から15年が経過し、性能維持や経費節減などの課

題に直面していることから、2018年度当初に今後の施設整備の基本方針を決定し、早期かつ有
利に施設整備事業を推進することとした。
　　・　施設の建替えとする。
　　・　焼却炉方式は、ストーカ炉とする。
　　・　建替えの場所は、敷根清掃センター周辺とする。
　　・　2025年度の本稼動を目指す。

○ ○
早期かつ
有利な施
設更新

-

2018～2020年度で、整備基本構想、基本設計等を策定
し、2022年１月に、設計・建設工事を行う川重・東洋特定
建設工事共同企業体と契約を結んだ。契約後は、基本
方針を軸とした設計協議を進め、2023年１月から本体工
事に着工した。
今後は2026年２月の完成を目指し計画的に進める。

計画達成 環境衛生課

5 (2)-③
定員管理計画に基づいた職員の採
用

【霧島市定員管理計画】
「霧島市定員管理計画」に基づき、計画的な職員採用を行うことにより、職員の年齢構成平準化
を図り、社会情勢の変化や市民ニーズの多様化などに柔軟に対応できる体制を構築する。

○
適切な定
員管理

-

合併時点の職員数1,431人から22.4%削減する目標を掲
げ、職員数の適正管理に務めた結果、目標を上回る削
減が進んだ。
　今後は、削減ありきではなく、必要に応じた職員数を確
保しながら、定員管理を行っていく。

計画達成 企画政策課

6 (2)-③
市民ニーズに即応した柔軟な組織
づくり

（【霧島市組織機構再編計画】
「霧島市組織機構再編計画」に基づき、社会情勢の変化や市民ニーズの多様化、厳しさを増す
財政状況など、行政を取り巻く環境の変化に柔軟に対応できる組織機構を構築する。

○
機動力の
高い組織
づくり

-

同計画に基づき、横川・牧園及び福山地区に新たな総
合支所を改築、国分本庁舎には別館を増築するなど、市
民視点に立った効率的な組織機構となるよう組織機構の
再編することができた。
今後は「霧島市組織機構の今後のあり方について」に基
づき、引き続き柔軟に組織を見直していく。

計画達成 企画政策課

7 (3)-①
下水道使用料の2処理区統一及び
改定

【霧島市公共下水道事業経営戦略】
「霧島市公共下水道事業経営戦略」に基づき、2021年度料金の2処理区統一及び改定を実施
する。

○
2021年度
料金統一
及び改定

-

2018年度に「霧島市下水道事業経営戦略」を策定、2019
年４月には地方公営企業法を適用したこと等から2021年
度に経営戦略を改定した。経営戦略において2022年度
に下水道使用料改定を予定していたが、新型コロナウィ
ルス感染症の影響等を考慮し、2023年４月から２処理区
の使用料統一及び改定を行う。具体的な効果としては使
用料改定による収入の増加を図り、基準外繰入金の削
減を実施し、独立採算による経営を行う。

計画達成 上下水道総務課

8 (3)-③
健全な財政運営の堅持と適切な公
共サービスの両立

【霧島市公共施設管理計画】
「霧島市公共施設管理計画」に基づき、施設の複合化；多機能化等による保有量の適正化や長
寿命化の推進などを図り、健全な財政運営の堅持と適切な公共サービスの両立を目指す。

○ ○ ○
保有量の
適正化

-

施設保有量の適正化については、公営住宅の除却や保
育園、養護老人ホームの民営化等により総量縮減が図ら
れた反面、行政庁舎別館の新築や学校施設の増築等に
より面積の増加があったため、計画どおりには進んでい
ない。引き続き、地域住民の理解と協力を得ながら施設
保有量の適正化に取り組むとともに、官民連携による財
源確保や維持管理業務の効率化等を推進することにより
維持管理に係るコスト縮減を図っていく。

計画未達成 財産管理課

取組方針 総括

総括について

取組内容

計画期間中の取組状況の記載

具体的な効果

見直し理由

今後の取組や見込み

最終評価

計画達成

計画未達成

取組方針の方向性について

質 行政サービスを向上を目指すものに『○』

量 業務量等の市対応の減を目指すものに

『○』
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